
団体名： 北名古屋市商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 179.9 ％） （達成度 110.3 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 103.9 ％） （達成度 104.6 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 78.8 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 変更する

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 261.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

施設管理であるた
め、しっかりとし
た維持管理を継続
し、展示品の入れ
替えを推奨する。

目標
数値

10
実績
数値

10
目標
数値

指標

北名古屋市内企業PRと特
産品の紹介により住民
（消費者）への理解を深
めるとともに、来庁舎へ
のPR効果により商工業者
の育成と地域振興及び発
展を図ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

産業活性化

北名古屋市地域の商工業の
実態を効果的に地域内外の
方へ紹介し、地元企業のＰ
Ｒや取引拡大に繋げること
を目的とする。

北名古屋市役所西庁舎・東
庁舎展示ケース設置によ
る、企業ＰＲや商品等の紹
介
・展示企業数　10企業

中小・小規模
事業者

指標
展示企業数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

今後も老朽化が進
む街路灯の点検を
することで、建て
替え等について行
政と地元管理団体
との連携を側面的
に支援する。

目標
数値

1
実績
数値

1
目標
数値

指標

夜間通行の安全確保、地
域の良好な環境保全、商
店街及び発展会等のゾー
ニングを支援することが
できた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

商店街・街づくり

夜間通行の安全確保、地域
の良好な環境保全、商店街
及び発展会等のゾーニング
を目的に、街路灯の状況を
的確に把握し、適正設置管
理と夜間点灯確認の支援を
目的とする。

北名古屋市内に設置されて
いる街路灯が地元管理団体
に適正に維持管理されるよ
うに側面的な支援を行っ
た。
・街路灯設置状況調査の実
施　1回

地元管理団体
（小規模事業

者含む）

指標
街路灯設置状況調査

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

引き続き市内事業
所の認知度向上や
販路開拓等に資す
る事業を実施し、
地域経済の好循環
を図る。 〇

目標
数値

1
実績
数値

1
目標
数値

事業開催回数

指標

経済対策支援事業とし
て、市内中小・小規模事
業者等の事業所の周知た
めのアプリ「ＫＩＳＰ
Ｏ」の利用促進及び特集
ページを掲載すること
で、地域経済の活性化に
寄与することができた。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

経済対策支援事業

地域経済の活性化を図る事
業を実施し、また、事業所
の認知度の向上や販路開
拓、売上の持続的な確保に
向けた支援を行い、新型コ
ロナウイルス感染症拡大の
影響により落ち込んだ地域
経済の景気回復、発展を図
ることを目的とする。

・ＫＩＳＰＯアプリ登録
キャンペーン　　1回
・地域内事業所紹介特集
（ＫＩＳＰＯ内にて）の実
施　随時 中小・小規模

事業者

指標

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

今後とも事業所間
の交流の場を提供
できるよう、事業
を実施する。

〇

目標
数値

200
実績
数値

523
目標
数値

指標

会員事業所の交流の場を
提供し、親睦・情報交換
等の促進を図ることがで
きた。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

地域振興

商工祭の開催や事業所交流
の場の提供など、取引拡大
等を前面に出すことなく、
地域交流の促進と地域内取
引の活性化を図る事業を実
施し、地域経済の円滑化及
び地域振興に資することを
目的とする。

・第12回商工祭　36企業
・新春初詣懇談会　１回　43人
・事業所親睦ボウリング大会
１回　48人
・事業所親睦ゴルフ大会
１回　47人
・その他交流事業　適時
・生活支援クーポン券事業
　349店舗

中小・小規模
事業者

指標

参加者人数／参加事業所数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

小規模事業者の事業
の持続的発展を図る
ため、DXの推進並び
に事業計画策定の講
習会及び各関係機関
と連携した相談会事
業を実施する。な
お、インボイス制度
に関する講習会は事
業環境変化対応型支
援事業で実施するこ
ととする。

〇

新型コロナ
ウイルス感
染症拡大の
防止を踏ま
え、集団講
習会の開催
回数を減ら
すことなっ
た。

目標
数値

618
実績
数値

487
目標
数値

指標

小規模事業者の経営課題
の解決や知識の向上を図
ることで経営資源の確保
を支援することができ
た。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

講習会

小規模事業者のDXに関する意識
向上の推進と事業の持続的発展
を目指す小規模事業者の事業計
画策定のセミナーを開催する。
また、税理士や日本政策金融公
庫などの関係機関と連携した相
談事業を実施し、小規模事業者
の経営課題の解決を図るととも
に、知識・情報・技術を習得す
るための講習会を開催して、円
滑な事業運営を支援することを
目的とする。

講習会開催回数及び受講者
数
・集団　3回　112人
・個別　39回　375人

小規模事業者

指標

講習会受講者

記帳継続指導対象
者の期待に応える
ためにも職員間で
連携して事業を実
施する。

目標
数値

230
実績
数値

239
目標
数値

2700
実績
数値

相談指導回数
記帳担当職員６名の指導
体制で記帳継続指導を実
施した。記帳担当者会議
を定期的に開催し記帳指
導の進捗状況等を把握し
て相談指導における問題
点の解決を図ることがで
きた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

2825

記帳継続指導

個人事業主等を対象に正し
い記帳方法の指導と決算・
確定申告の指導を行い、適
正な税務申告と経理の自計
化や計数管理による経営力
の向上を図ることを目的と
する。また、e-Taxに対する
取り組みを支援し申告業務
の効率化に寄与することを
目的とする。

・指導対象者数 239人
・指導延日数　1,149日
・指導延回数　2,825回

小規模事業者

指標

記帳指導対象者

指標

目標
数値

2400
実績
数値

4317
目標
数値

39

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

今後とも、巡回・
窓口相談指導に取
り組み、小規模事
業者の経営課題解
決に向けた提案を
行い経営改善を図
る。

〇
巡回・窓口相談指
導事業

全職員が地区内商工業者を
訪問し、商工会の経営支援
メニューを周知するととも
に、支援メニューの利用を
促進し、事業者の経営課題
の解決と経営力向上を図
る。また、多様化・専門化
する事業者の経営課題に的
確迅速に対応し、提案を重
視した相談支援を行い、業
績向上に繋げて企業の満足
度を高めていくことを目的
とする。

・巡回窓口指導実企業数
1,494社
・巡回窓口指導延件数4,317
件

・課題解決提案件数43件
・経営革新承認件数1件

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

小規模事業者に対して支
援施策の周知並びに利用
を促進するために、巡回
訪問を積極的に実施し、
経営課題解決に向けた提
案を行い、経営改善を図
ることで、事業の持続的
発展に導くことができ
た。

実績
数値

43

　２０２２年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等



団体名： 北名古屋市商工会

得られた効果 備考

　２０２２年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 205.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 400.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 上げる 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 変更する

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 103.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 225.6 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 107.4 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 129.6 ％） （達成度 175.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

実
施
側
の

事
業
評
価

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

昨年度同様、加入
推進に取り組み小
規模事業者の経営
基盤の安定と福利
厚生費の充実の一
助となるよう対応
する。

目標
数値

71
実績
数値

92
目標
数値

中小企業共済口数
指標

小規模企業共済口数 共済の普及活動をしたこ
とにより小規模事業者の
税務対策等経営基盤の安
定と従業員の福利厚生の
充実を図ることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

20
実績
数値

35

福利厚生事業
（共済事業）

小規模事業者の経営基盤の
安定を図り、従業員の福利
厚生の充実の一助となる各
種共済等制度を普及・推進
することを目的とする。

中小企業共済や小規模企業
共済を中心に加入推進を実
施する。
・中小企業共済　  加入口
数       　 92口
・小規模企業共済　加入
（増口）口数　35口

中小・小規模
事業者

指標

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

今後も、ウクライ
ナ情勢による経済
影響や度重なる原
材料高騰等に配慮
しつつ、経営に関
する情報交換を目
的とした交流会の
場所の提供、経営
知識を深める勉強
会等実施するとと
もに、女性として
の特性を生かせる
ような活動を継続
し事業者としての
資質向上に繋げ
る。

目標
数値

95
実績
数値

102
目標
数値

指標

新型コロナウイルス感染
の影響で行動制限される
中、人数制限などを設け
ながらも、通常の事業の
開催回数を増加して実施
することができ、部員の
資質向上に繋がった。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

女性部

厳しい経営環境が続き、事
業の継続や事業承継が懸念
される中、女性経営者・従
事者に、経営知識を深く高
めるための勉強会や経営に
関する情報交換の場を提供
することで、商工業に関わ
る者として資質の向上を図
ることを目的とする。ま
た、地域のイベントやボラ
ンティアに参加協力するこ
とで地域社会の発展に寄与
することも目的とする。

①通常総会1回
②常任委員会6回
③講習会1回（26人）
④サロンひまわり3回（味噌作り
他）
⑤部員交流会（一泊研修）（15
人）
⑥レクリエーション大会（15
人）
⑦夏まつりバザー参加（27人）
⑧商工祭（19人）
⑨ボランティア活動（毎月第二
水曜　年9回）（中止）

女性部員（小
規模事業者含

む）

指標

講習会・事業等参加人数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

今後も若手経営
者・後継者の知識
習得や情報交換の
場を提供し、事業
者としての資質向
上に繋げる。

目標
数値

125
実績
数値

282
目標
数値

指標

新型コロナウイルス感染
防止対策を講じた委員会
や事業の実施、リモート
会議の実施など社会情勢
に対応した運営を実施で
きた。
いかなる状況においても
臨機応変に対応すること
で、事業者としての資質
向上に繋がった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

青年部

新型コロナウイルス感染症に伴
う影響や国の施策等、経営環境
が激しく変化する中、事業の持
続的発展や事業継承問題が懸念
される若手経営者・後継者等
に、経営に関する新たな知識の
習得や情報交換の場を提供する
ために様々な事業を実施する必
要性が高い。また、その事業を
事業者自ら企画・運営すること
で個々の事業者の成長に繋げ
る。さらに地域のイベントに参
加・協力し、商工業に関わる者
としての資質の向上を図り、地
域社会の発展に寄与することを
目的とする。

①通常総会1回
②常任委員会11回
③委員会19回
④視察研修（22人）
⑤組織強化事業（27人）
⑥地域振興事業（各委員会
発案事業　他）（233人）
⑦広報活動　等

青年部員（小
規模事業者含

む）

指標

事業参加人数（延べ）

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

これからも同水準
以上の受験者数が
あるように珠算教
室へ周知を図る。

目標
数値

120
実績
数値

124
目標
数値

指標

権威ある検定試験を実施
することで、受験者の学
習意欲の向上と珠算能力
の証明を図ることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

雇用促進

就職条件に有利となる珠算
資格普及のために、検定試
験を実施し雇用促進の一助
とすることを目的とする。

検定試験を開催。
・ 6月19日（日）
 　受験者　29人
・ 9月11日（日）
　 受験者　36人
・11月20日（日）
　 受験者　25人
・ 2月19日（日）
　 受験者　34人 　合計124人

小規模事業者

指標

検定受験者数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

現状どおりの発行
を続けながら、小
規模事業者への情
報提供を図ってい
く。

〇

目標
数値

6
実績
数値

6
目標
数値

指標

適時適切に事業や施策を
周知することで、小規模
事業者の情報収集機会の
増大を図ることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査広報

中小・小規模事業者関連施策の
利用促進、制度の普及推進のた
めに、商工会活動のＰＲや、広
報活動を行うことを目的とす
る。また、中小・小規模事業者
の実態把握、需要動向調査等を
行うことも併せて目的とする。

年6回広報誌を作成し、郵送
や配布等を通して広報活動
を実施した。

中小・小規模
事業者

指標
施策等掲載会報発行数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

現状どおりのキッ
チンカー貸与を続
けながら、一方で
交流会等を開催
し、地域内事業者
のビジネス機会の
創出を図る。

目標
数値

2
実績
数値

8
目標
数値

指標

商工会のキッチンカーを
利用し、小規模事業者に
自社商品のPR販売を実施
してもらうことで、新た
な販路の開拓等に繋げる
ことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

経営強化
（販路開拓サポー
ト事業）

コロナ禍で需要が拡大して
いるキッチンカーを導入
し、市内中小・小規模事業
者へ貸付けを行うことで、
地域経済の活性化を図り、
販路開拓を支援することを
目的とする。

コロナ禍によりキッチン
カーの需要が高まり、試行
的にキッチンカーの利用を
希望する小規模事業者等へ
貸与をした。
・キッチンカー稼働回数　8
回

中小・小規模
事業者

指標
キッチンカー稼働回数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

商工会の情報化支
援体制を維持し、
商工会事業のＰＲ
に加え、行政から
の周知等に協力す
ることで、継続し
た情報化支援を実
施する。

目標
数値

5,000
実績
数値

10,266
目標
数値

指標

商工会事業や商工業施策
の最新情報の効率的なＰ
Ｒと会員事業所のビジネ
スチャンスの拡大に寄与
することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

情報化推進

経営資源の脆弱な小規模事
業者にとって有益な最新の
経営情報等を提供すること
により、商工業の活性化や
取引拡大に寄与することを
目的とする。

情報化支援体制の構築・維
持管理を行うとともに、商
工会ホームページを公開
し、商工会事業や施策等最
新の経営情報を提供し、各
種制度施策の普及及び利用
促進を図った。
・ページアクセス数
10,266アクセス

中小・小規模
事業者

指標

トップページアクセス数



団体名： 北名古屋市商工会

得られた効果 備考

　２０２２年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 152.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 107.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 200.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 118.2 ％） （達成度 120.0 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。

※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。

※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

今後も、若手後継
者・経営者、女性
従事者等の資質向
上に繋がるよう、
内容を精査しなが
ら、事業を実施す
る。

目標
数値

80%
実績
数値

94.6%
目標
数値

30

指標

事業参加者数（延べ）

経営講習会を開催し、若
手後継者・経営者にとっ
て必要な知識を習得する
ことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

36

若手後継者等育成
事業

現在、厳しい経営環境に加え、
事業継続や事業承継が懸念され
る若手経営者・後継者、従事者
には、経営知識の習得や、情報
交換の場があまりにも少ない。
そこで、経営知識を深めるため
の講習会等を重点的に実施す
る。また、指導者としての資質
向上のために、他団体の活動報
告等を拝聴し情報交換を行うこ
とができる全国大会へ参加す
る。その他、昨今多発する自然
災害に対する防災・減災意識を
高めるため被災復興地域を視察
する。この事業を通して、商工
業に関わる者としての資質向上
を図ることを目的とし、牽いて
は、地域の商工業の発展に繋げ
ることを目的とする。

・若手経営者・後継者向け経営
講習会
（青年部１回：14人、女性部１
回：15人）
・資質向上対策事業：全国大会
への参加（青年部1回：3人、女
性部1回：2人）
＜女性部＞
先進地視察：2人
＜青年部＞
・アンケート調査結果
回答数　14件
満足した参加者　14人
14/14＝100％
＜女性部＞
回答数　15件
満足度調査　1,339点
1,339点/参加者数15人＝89.2％

青年部
・女性部員

（小規模事業
者含む）

指標

満足した参加者

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

引続き産業団体等
事業へのサポート
を行い、団体が地
域活性化に繫がる
活動をスムーズに
できるよう指導支
援する。

目標
数値

1
実績
数値

1
目標
数値

指標

西春駅前商店街協同組合
等の事業活動をサポート
することにより、組合等
の事務的な負担を軽減す
ることができた。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

産業団体等指導事
業

当地域は、近隣地域にショッピ
ングセンター等大規模な商業施
設が存在し、常に商業の流出が
懸念される状況である。こうし
た状況に対応するため西春駅前
等、地域の小規模な商業者を集
めて組合等を組織し、販促イベ
ントを通じて顧客の囲い込みを
行い、周辺への流出を防ぐため
の活動を支援し、地域商業活性
化へ寄与することを目的とす
る。

①西春駅前商店街協同組合
活動支援　運営会議　1回
②各地区の発展会等の活動
支援

各団体の構成
員（小規模事
業者含む）

指標

組合等運営会議数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

引き続き個人事業
者の青色申告制度
の普及推進や企業
経営者に対する積
極的な自己啓発を
支援する。

目標
数値

10
実績
数値

10
目標
数値

1

指標

講習会研修会等の開催
個人事業者の青色申告制
度の普及推進や企業経営
者に対する積極的な自己
啓発を支援することによ
り、地域商工業者の納税
意識の向上と健全な発展
を図ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
2

青色申告会・法人
会

税務支援団体としての青色申告
会・法人会の支部事業運営をサ
ポートすることで、税務知識及
び納税意識の向上を図り、国・
地方公共団体、地域社会への貢
献や発展のための一助となり、
地域商工業の活性化に資するこ
とを目的とする。

①会報誌の配布（青色申告
会：6回、法人会：4回）
②研修会等の開催（法人
会：2回）
③広報活動及び会員加入促
進
④本部事業等の参加並びに
連絡業務

地域内の個人
青色申告会員
及び法人会員
（小規模事業

者含む）

指標

会報誌配布回数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

引き続き労働保険
料の申告・納付に
関する手続きを受
託することで、中
小事業者の事務負
担を軽減できるよ
う事業を実施す
る。また、労働保
険未加入事業所に
対する加入勧奨も
継続的に実施して
いく。

目標
数値

220
実績
数値

237
目標
数値

指標

中小事業主の事務処理負
担を軽減し、労働保険の
適用促進及び労働保険料
の適正な徴収を図ること
ができた。また、その主
たる目的を実行しなが
ら、更なる未加入事業者
の加入促進を行うことも
できた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

労働保険事業

中小企業の労働保険事務委託を
受け、労働保険料の申告納付そ
の他労働保険に関する各種の届
出等の事務手続きを事務組合が
実施することより、中小企業主
の事務処理負担を軽減し、労働
保険の適用促進及び労働保険料
の適正な徴収を図ることを目的
とする。また、その主たる目的
を実行しながら、さらなる未加
入事業者の加入促進を行うこと
も併せて目的とする。

労働保険事務組合に加入し
ている事業所については労
働保険事務を行い、労働保
険未加入事業所には労働保
険の加入の意義を説明し、
加入促進を行った。
・受託事業所数　237事業所

中小・小規模
事業者

指標

受託事業所数

事

業

者

へ

の

調

査

結

果

引き続き健康の保
持増進の認識を促
すことができるよ
う、継続して事業
を実施する。

目標
数値

150
実績
数値

228
目標
数値

指標

・労働安全衛生法「事業
主に対しての定期健康診
断の認識」について周知
ができた。
・生活習慣病の予防の認
識、健康の保持増進の再
認識を促すことができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

福利厚生事業
（健康普及事業）

事業所における健康診断の実施
状況は、中小企業においては労
働衛生に関する意識が必ずしも
十分ではなく健康診断の実施率
においても大企業と比べ低調で
ある。このような状況を少しで
も改善するために、定期的な健
康診断を商工会で実施すること
で、労働安全衛生法第６６条に
基づき「事業主は労働者に対し
て、医師による健康診断を実施
しなければならない」ことを周
知し、認識してもらうことを目
的とする。

商工会に健診バスを手配し
特定検診、一般検診を実施
した。
・9月　8日　70人
・9月14日　79人
・9月15日　79人
　 　合計　228人
感染症拡大防止（3密回避）
のため、健診実施機関に直
接予約、健診実施ができる
システムを構築した。

中小・小規模
事業者

指標

受診者数


